
平 成 ２７ 年 度 学 校 経 営 計 画 に 対 す る 中 間 評 価 報 告 書
石川県立金沢辰巳丘高等学校

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現 状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考

１ 学習意欲を向上さ ① 年間を通して教員間で授業 教務課 他教科の授業も含め、参観 【努力指標】 他の教員の授業を参観した回数が年間７回以上の教員の Ｃ評価以下の場 ３月に調査する。

せ、個に応じた進路 を公開し、授業研究を充実さ が日常的に行われている。昨 年間を通し積極的に授業参観を 割合が 合は、結果を分析 ９学末現在４回

実現を確かなものと せて授業改善を促進する。 各教科 年度より教科会が頻繁に行わ 行う。また、各教科で研究授業や Ａ ９０％以上である して改善策を検討 以上が 50％、３
する。 れ、教科全員で授業改善に向 研究協議会等を実施し、授業改善 Ｂ ８０％以上である する。 回以上で 80％弱

けて取り組むようになってき へ向けた具体的な取組について検 Ｃ ７０％以上である であり、一層の

ＩＣＴ等を活用 た。 討する。なお、研究協議会等での Ｄ ７０％未満である 取り組みを呼び

し、魅力ある授 成果や課題は全職員で共有する。 かけたい。

業の展開に努

め、本校の学力 ② ＩＣＴ機器を活用した、よ 教務課 プロジェクターの台数増加 【満足度指標】 本校の教員はＩＣＴ機器を活用して、わかりやすく興味 Ｃ評価以下の場 前期アンケート

スタンダードを り効率的で効果的な授業を実 に伴いＩＣＴ機器を利用した ＩＣＴ機器を活用して、よりわ の湧く授業を実践していると答える生徒の割合が 合は、結果を分析 では恒常的なＩ

構築する。 践する。 情報課 授業の頻度も増している。し かりやすい授業実践を継続的に行 Ａ ７０％以上である して改善策を検討 ＣＴの活用を促

かし、効果的利用法について い、スキルを全体で共有する。 Ｂ ６０％以上である する。 した。後期は効

各教科 は一層の研究が必要である。 Ｃ ５０％以上である 果的な実践を研

Ｄ ５０％未満である 究する。

③ 「言語活動の充実」という共 教務課 言語活動を授業に積極的に 【努力指標】 言語活動に意識して取り組んでいる教員の割合が Ｃ評価以下の場 ７月の教職員ア

通のテーマで生徒の学力向上 取り入れることが難しいと感 各教科で研究協議会を持ち協議 Ａ ７０％以上である 合は、結果を分析 ンケート調査で

につながるより効果的な言語 各教科 じている教員も多く、学校全 内容を全教職員で共有する。 Ｂ ６０％以上である して改善策を検討 は 83.3 ％であっ
活動を学校全体で行う。 体で言語活動が活発に行われ Ｃ ５０％以上である する。 たが、より積極

ているとは言えない。 Ｄ ５０％未満である 的実践に励む。

④ 家庭での学習習慣の定着を 教務課 国数英を中心に週末課題を 【成果指標】 課題の提出率が Ｃ評価以下の場 前期の生徒アン

ねらいとする効果的な課題を 与え、提出状況を評価に加味 各教科で計画的に週末課題を含 Ａ ９０％以上である 合は、結果を分析 ケートでは 80.6
与え、家庭学習時間を増加さ 各学年 し、学習習慣の確立を図って む課題を効果的に与え、その提出 Ｂ ８０％以上である して改善策を検討 ％であった。初

せる。 いる。担任団の協力により徐 を徹底させて、家庭学習習慣を確 Ｃ ７０％以上である する。 めて 80パーセン
各教科 々にではあるが取り組み姿勢 立させる。 Ｄ ７０％未満である トを超えた。

や提出率は向上している。

⑤ キャリア教育の充実ととも 進路 昨年までに３年間を見通し 【満足度指標】 本校でのキャリア教育が意義あるものとなっていると答 Ｃ評価以下の場 前期の生徒アン

に、個人面談を継続的に行い、指導課 たキャリア教育の体系化を行 本校でのキャリア教育が計画的 える生徒の割合が 合は、結果を分析 ケートでは 85.9
目標を明確化させ、有意義な ってきた。今年度は各学年や かつ効果的に機能し、進路目標が Ａ ９０％以上である して改善策を検討 ％であった。

高校生活を送るよう教育活動 各学年 生徒個々の特徴を踏まえて効 明確化している。 Ｂ ８５％以上である する。

を行う。 果的に実践するよう指導体制 Ｃ ８０％以上である

を整える。 Ｄ ８０％未満である

２ 生徒・保護者・地域 ① 地域及び小中学校等との交 総務課 各コースの特性を活した取 【満足度指標】 各種の交流活動が活発であり、広報活動を通して学校の Ｃ評価以下の場 保護者アンケー

から信頼される、開 流活動や各種の情報紙等によ り組みを充実発展させるとと 各コースの特色を活かした地域 取り組みがよくわかると答える保護者の割合が 合は、結果を分析 トで配布物では

かれた学校づくりに る広報活動を通して、本校の 各ｺｰｽ もに、特に普通コースの取り や小中学校等との交流活動等に取 Ａ ９０％以上である して改善策を検討 70 ％、HP やメ
努める。 教育活動への理解と協力を促 組みを積極的にアピールし外 り組み、その広報活動を強化する。 Ｂ ８０％以上である する。 ー ル 配 信 で は

進する。 部に周知できる広報活動が求 Ｃ ７０％以上である 86.6 ％が評価し
広報活動の充実 められる。 Ｄ ７０％未満である ている。

や校種間交流、

地域と連携した ② ホームページの更新回数を 総務課 昨年秋のホームページ全面 【努力指標】 ホームページを通して学校の交流活動や教育活動に関す Ｃ評価以下の場 年度末に評価す

取り組みを積極 増やし、地域や小中学校等と 改訂までは更新が滞り、多く 各種行事終了ごとに情報の更新 る情報の発信（更新回数）の年間総数が 合は、結果を分析 るが、現在 54回
的に行う。 の交流や学校行事など、本校 各ｺｰｽ の方々から御指摘を頂いた。 を速やかに行う。各コースの特色 Ａ ５０回以上である して改善策を検討 を数え、判断基

の特色ある教育活動の様子を リニューアル後もタイムリー を活かした教育活動の取り組みが Ｂ ４０回以上である する。 準を変更したい

積極的に発信する。 な情報提供を心掛け、より魅 わかるように内容を順次改善する。 Ｃ ３０回以上である と考える。

力的なものにする必要がある。 Ｄ ３０回未満である



重 点 目 標 具 体 的 取 組 主担当 現 状 評 価 の 観 点 達 成 度 判 断 基 準 判 定 基 準 備 考

③ 保護者の携帯電話へのメー 総務課 昨年度は携帯メール登録率 【成果指標】 メールを登録している保護者の割合が Ｃ評価以下の場 現在の登録は保

ル配信を行い、ＰＴＡとの連 が年度末でようやく７５％に タイムリーで詳細な情報を逐次 Ａ ９０％以上である 合は、結果を分析 護者 70.4 ％に留
携を深め、本校の教育活動の 各ｺｰｽ 達した状況であり、学校から 発信することで利便性を実感して Ｂ ８０％以上である して改善策を検討 まっている。生

円滑化と活性化を図る。 の情報発信が徹底できない状 いただき登録率を高めるとともに Ｃ ７５％以上である する。 徒登録 97.3 ％
況にあった。利便性を理解し 教育活動の更なる理解へと繫げる。 Ｄ ７５％未満である で、学校の情報

ていただき、すべての方に利 は保護者にほぼ

用いただく必要がある。 伝わっている。

④ 地域に根ざした学校づくり 生徒課 地域に根ざした奉仕活動と 【成果指標】 生徒が近隣地域での各種ボランティア活動に参加する回 Ｃ評価以下の場 ９月末現在の回

を推進するため、生徒会が中 して地域清掃を行っていたが、 年間を通して近隣地域での各種 数が 合は、結果を分析 数は継続した取

心になり奉仕活動を展開する。各学年 清掃以外にも地域のいろいろ ボランティア活動に取り組む機会 Ａ ２５回以上である して改善策を検討 り組みも一回と

な方々と積極的に関われる奉 を設定し、生徒のボランティアに Ｂ ２０回以上である する。 数えて既に１９

仕活動の機会を企画、実施し 対する意識を高める。 Ｃ １５回以上である 回に達している。

たい。 Ｄ １５回未満である

⑤ 地域の方々や保護者ととも 生徒課 新入生歓迎会・スポーツ大 【満足度指標】 行事終了後のアンケート調査で、充実感・達成感があっ Ｃ評価以下の場 前期の行事後の

に行う行事の中で生徒一人ひ 会・学園祭等の生徒会行事は、 生徒が生徒会行事へ主体的に関 たと答える生徒の割合が 合は、結果を分析 生徒アンケート

とりが充実感・達成感の得ら 各学年 生徒会執行部を中心に企画・ わり、より積極的に参加し、充実 Ａ ９０％以上である して改善策を検討 の平均では 83.1
れるよう生徒自らが主体的に 運営し、生徒は積極的に参加 感・達成感を得ることができる。 Ｂ ８０％以上である する。 ％が充実完・達

企画・運営する。 している。しかし、執行部以 Ｃ ７０％以上である 成感を味わった

外の生徒一人ひとりの主体的 Ｄ ７０％未満である と回答している。

取り組みは不十分である。

⑥ 家庭との連携・協力を図り 生徒課 定期的な登校指導・服装指 【成果指標】 服装容儀について生徒心得を守っていると答える生徒の Ｃ評価以下の場 前期の生徒アン

ながら、服装、頭髪などの身 導の他に、終礼時等に、学年 服装や頭髪などの身だしなみが 割合が 合は、結果を分析 ケートでは守っ

だしなみ指導を全職員で行い、各学年 の正副担任による服装容儀指 人の「心を表す」ものであるとい Ａ ９５％以上である して改善策を検討 ていると答えた

地域社会の一員であることを 導を実施している。全体とし う自覚を持ち，服装容儀に関する Ｂ ８５％以上である する。 生徒が 94.9 ％で
自覚した学校生活を送る。 て落ち着いた生活態度となっ 生徒心得を遵守している。 Ｃ ８０％以上である 昨年より 2.4 ％

てきているが、一部の生徒に Ｄ ８０％未満である アップした。

は一層の指導が必要である。

⑦ 全教職員で協力し、時間の 生徒課 遅刻に関しては継続した厳 【成果指標】 年間の遅刻者の延べ人数が Ｃ評価以下の場 9 月末で 269 件
大切さを自覚させ、遅刻の減 しい指導をしているが，高校 遅刻者数が前年度(４７９件)を Ａ ４００人以下である 合は、結果を分析 （昨年 221 件）
少を目指すことで規範意識の 各学年 生としての自覚と基本的な生 ８０件以上下回ることを目指す。 Ｂ ４５０人以下である して改善策を検討 １年の数が昨年

高揚に努める。 活習慣の改善を継続して行う Ｃ ５００人未満である する。 より相当に増加。

必要がある。 Ｄ ５００人以上である 年度末に欠けて

時間の大切さを

根気強く指導す

る。




